
平成２７年度農林水産予算概算要求の重点事項

総額 ２兆６，５４１億円
（２兆３，２６７億円）

（※）各事項の下段（ ）内は、平成26年度当初予算額

１ 担い手への農地集積・集約化等による構造改革の推進

（１）農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化

① 農地中間管理機構の本格稼働 ５７６億円
（３０５億円）

・ 担い手への農地集積・集約化等を加速化するため、農地中間管
理機構の事業運営、農地の出し手に対する協力金の交付等を支援

② 農地の大区画化等の推進＜公共＞ (農業農村整備事業で実施)

１，４２９億円
・ 農地中間管理機構による農地の借受け・貸付けとの連携等によ (１，０６４億円)

り、農地の大区画化・汎用化等を推進

③ 耕作放棄地再生利用緊急対策交付金 (所要額)１９億円
（１９億円）

・ 荒廃した耕作放棄地を再生利用するための雑草・雑木除去や土
づくり等の取組を支援

（２）多様な担い手の育成・確保

① 新規就農・経営継承総合支援事業 ２８５億円
（２１８億円）

・ 就農前後の青年就農者・経営継承者への給付金の給付、雇用就
農を促進するための農業法人での実践研修等への支援、地域農業 う ち 青 年 就 農 給 付 金

のリーダー人材の層を厚くする農業経営者教育の強化 １７８億円

（１４７億円）

② 担い手経営発展支援事業 ６億円
（５億円）

・ 集落営農の組織化、農業経営の法人化や担い手の円滑な経営継
承等を支援



２ 新たな経営所得安定対策の着実な実施

① 畑作物の直接支払交付金 (所要額)２，０９３億円
（２，０９３億円）

・ 麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ等の畑作物を生産
する認定農業者等の担い手に対し、経営安定のための交付金を
交付

② 水田活用の直接支払交付金 ２，７７０億円
（２，７７０億円）

・ 飼料用米、麦・大豆等の戦略作物の本作化を図るとともに、産
地交付金により、多収性専用品種の導入、加工用米の複数年契約、 うち産地交付金

地域の特色のある魅力的な産品の産地を創造するための取組を ８０４億円

支援 （８０４億円）

（関連対策）

飼料用米の利用拡大に向けた畜産機械リース事業【新規】 ５９億円
（－）

飼料用米の円滑な生産等を推進するため、その利用・保管
に係る機械等のリース導入を支援

配合飼料供給体制整備促進事業【新規】 ４億円
（－）

飼料用米を活用した配合飼料の供給・利用の促進等のため
の飼料供給体制の整備を支援

③ 米の直接支払交付金 ８０６億円
（８０６億円）

・ 米を生産する農業者の経営安定のための交付金を交付
（29年産までの時限措置（30年産から廃止））

④ 収入減少影響緩和対策 (所要額)８０２億円
（７５１億円）

・ 認定農業者等の担い手に対し、米、麦、大豆等の収入が標準的
収入額を下回った場合に、その差額の９割を補塡（加入者と国が
１対３の割合で負担）

⑤ 収入減少影響緩和対策移行円滑化対策 ２７４億円
（－）

・ 収入減少影響緩和対策に加入していない農業者に対し、米の収
入が標準的収入額を下回った場合に、収入減少影響緩和対策の国
費相当分の５割を補塡（26年産限り）

⑥ 収入保険制度検討調査費 ６億円
（３億円）

・ 収入保険制度の導入に向けた検討を進めるため、事業化調査等
を実施



３ 強い農林水産業のための基盤づくり

（１）農林水産業の基盤整備（競争力強化・国土強靱化）

① 農業農村整備事業＜公共＞ ３，３７１億円
（２，６８９億円）

・ 農地集積の加速化、農業の高付加価値化のための農地の大区画
化・汎用化や水路のパイプライン化、老朽化した農業水利施設の
長寿命化・耐震化対策等を推進

② 森林整備事業＜公共＞ １，５０１億円
（１，１９７億円）

・ 国産材の安定供給体制を構築するとともに、地球温暖化を防止
するための間伐等の森林施業や路網の整備等を推進

③ 治山事業＜公共＞ ７３３億円
（６１６億円）

・ 地震・集中豪雨等に対する山地防災力の強化のため、荒廃山地
の復旧対策、津波に強い海岸防災林の保全等を推進

④ 水産基盤整備事業＜公共＞ ８５９億円
（７２１億円）

・ 流通拠点漁港の衛生管理対策や水産資源回復対策、老朽化した
漁港施設の長寿命化対策や地震・津波対策を推進

⑤ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞ １，３３５億円
（１，１２２億円）

・ 地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村
の防災・減災対策を支援

（２）農林水産関係施設整備

① 強い農業づくり交付金 ４２４億円
（２３４億円）

・ 国産農畜産物の安定供給・輸出拡大のため、生産から流通まで
の強い農業づくりに必要な共同利用施設の整備等を支援

② 森林・林業再生基盤づくり交付金 ５０億円
（２２億円）

・ 国産材の安定的・効率的な供給等を図るため、ＣＬＴなど木材
加工流通施設、木造公共建築物、高性能林業機械の整備等を支援

③ 強い水産業づくり交付金 ６０億円
（４５億円）

・ 産地における水産業の強化や漁港・漁村における防災・減災対
策の取組を支援



④ 特殊自然災害対策施設緊急整備事業 ３億円
（１億円）

・ 火山の降灰被害に対応するための洗浄用機械施設等の整備やこ
れと一体的に行う用水確保対策等を支援

（３）産地の構造改革の推進

① 次世代施設園芸導入加速化支援事業 ６３億円
（２０億円）

・ 施設園芸の発展に向け、民間企業・実需者・研究機関・生産者
等が連携し、施設の大規模な集約化によるコスト削減や周年・計
画生産等の取組を支援

② 加工・業務用野菜生産基盤強化事業 ２０億円
（１０億円）

・ 輸入が多い加工・業務用野菜への転換を推進する産地に対し、
安定生産に必要な土壌・土層改良や関連資材の導入等を支援

③ 国産花きの生産・供給対策 ７億円
（５億円）

・ 国産シェア奪還に向けた花きの日持ち性向上対策・新需要の創
出に向けた取組に加え、2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸでのビク
トリーブーケの供給体制づくり等の支援、2016年トルコ国際園芸
博覧会への出展準備等の実施

④ 青果物流通システム高度化事業【新規】 (産地活性化総合対策で実施)

５億円
・ 青果物流通の合理化・効率化のため、物流業界との連携による （－）

新たな輸送システム（大型低温設備、多段階温度管理が可能なコ
ンテナ等）の導入実証を支援

⑤ 農業界と経済界の連携による先端モデル農業確立実証事業 ４億円
（３億円）

・ 農業界と経済界が連携して行う先端モデル農業の確立に向けた
取組（低コスト生産技術体系、ＩＣＴを活用した効率的生産体制
の確立等）を支援

⑥ 援農隊マッチング支援事業 (産地活性化総合対策で実施)

１億円
・ 収穫期等の繁忙期における労働力を確保するため、普及指導員 （１億円）

等によるシルバー人材センター・ハローワーク等と連携した援農
者の斡旋や援農者への技術研修等を支援



４ 畜産・酪農の競争力の強化

（１）畜産・酪農の成長産業化

① 高収益型畜産体制構築事業 ５億円
（１億円）

・ 畜産農家と畜産関係者（コントラクター、飼料メーカー、実需
者等）の結集による地域全体での収益性向上のための取組（畜産
クラスターの構築）を支援

② 畜産収益力強化対策【新規】 １６０億円
（－）

・ 畜産農家の収益性向上に必要な機械のリース整備、畜産クラス
ター計画等に位置づけられた地域の中心的な畜産経営体が行う施
設整備を支援

③ 地域畜産環境総合対策【新規】 ６１億円
（－）

・ 堆肥の広域的利用の推進や、悪臭問題等に対応するための機器
・設備の整備、農場移転等に必要な畜産環境施設等の整備を支援

（２）畜産・酪農の生産力強化

① 畜産・酪農生産力強化緊急対策事業【新規】 ３０億円
（－）

・ 和牛の生産拡大と生乳供給力の向上に資する和牛受精卵移植・
性判別精液の活用や関係機器の整備、肉用牛の繁殖向上のための
新たな取組（発情発見装置の導入等）を支援

② 和牛の生産拡大を支える研究開発【新規】 ３億円
（－）

・ 受胎率の向上に向け、性判別精液の評価精度の向上や繁殖機能
の改善等の研究開発を推進

（３）自給飼料の生産拡大

① 飼料増産総合対策事業 ３７億円
（１４億円）

・ 難防除雑草の駆除等による草地改良、濃厚飼料原料（イアコー うち難防除雑草駆除緊急

ン等）の増産、飼料生産組織（コントラクター等）の育成、肉用 対策【新規】

繁殖牛等の放牧の推進、エコフィードの増産等を支援 ２０億円（－）

② 飼料生産型酪農経営支援事業 ７９億円
（６２億円）

・ 環境負荷軽減の取組に加え、新たに畑地における飼料の二期作
・二毛作、放牧の推進など酪農経営における飼料生産拡大を支援

③ 飼料用米の利用拡大に向けた畜産機械リース事業【新規】（再掲） ５９億円
（－）



④ 配合飼料供給体制整備促進事業【新規】（再掲） ４億円
（－）

⑤ 草地畜産基盤整備事業＜公共＞ (農業農村整備事業で実施)

７０億円
・ 離農農家の草地の円滑な継承を図るため、草地改良と併せて行 （３６億円）

う離農施設の撤去をメニュー化するとともに、牧柵の除去等の簡
易な基盤整備を推進

⑥ 自給飼料の生産拡大を支える研究開発【新規】 ４億円
（－）

・ イアコーンなど新たな自給飼料の給餌と放牧を組み合わせた牛
肉生産技術体系の確立に向けた研究開発を推進

（４）国産畜産物の需要拡大のための技術開発

○ 国産畜産物の新たな市場獲得のための技術開発促進事業【新規】 １６億円
（－）

・ 畜産物分野における国産シェアの拡大に向け、国産畜産物の加
工原料への利用を促進するための技術開発等を支援

（５）畜産・酪農経営安定対策の実施

○ 畜産・酪農経営安定対策 (所要額)１，８３１億円
（１，７１０億円）

・ 畜種ごとの特性に応じて畜産・酪農経営の安定（配合飼料価格
高騰時への対応を含む。）を支援し、意欲ある生産者が経営の継
続・発展に取り組める環境を整備

５ 農林水産物・食品の高付加価値化等の推進

（１）６次産業化の推進

① 農林漁業成長産業化ファンドの積極的活用 【財投資金】
１５０億円

・ （株）農林漁業成長産業化支援機構を通じ、生産・流通・加工 （１５０億円）

等の産業間が連携した取組について、資本の提供と経営支援を一
体的に実施

② ６次産業化支援対策 ４２億円
（２７億円）

・ 農林漁業者と多様な事業者が連携して行う新商品開発・販路開
拓及び施設整備、プランナーによる事業者等に対するサポート体
制の整備等を支援



（２）医福食農など異業種との連携の推進、強みのある農林水産物づくり

① 医福食農連携の推進 ５億円
（４億円）

・ 医学関係や食品産業等の連携による、食と健康の因果関係の科
学的な調査・分析及び新商品の開発・実証、介護食品の商品開発
・普及等を支援

② 新品種・新技術活用型産地育成支援事業 (産地活性化総合対策で実施)

７億円
・ 生産者、実需者、普及指導員等が連携して新品種・新技術を活 （７億円）

用し、「強み」のある新たな産地形成を行う取組等を支援

③ 薬用作物等地域特産作物産地確立支援事業 (産地活性化総合対策で実施)

５億円
・ 薬用作物等の産地形成を促進するため、栽培技術の確立等に向 （４億円）

けた取組を支援

④ 民間活力等を活かした「知の集積」の推進 ２０億円
（１１億円）

・ 民間企業、独立行政法人、大学等が持つ「知」を結集させた研 うち日本版フードバレー

究拠点（日本版フードバレー）づくりに向けた構想の策定、民間 調査推進事業【新規】

企業等による事業化に向けた研究及び異分野融合研究を支援 １億円（－）

⑤ 先端ロボットなど革新的技術の開発・普及【新規】 ５２億円
（－）

・ ロボット技術など革新的技術の導入により生産性の飛躍的な向
上を実現するため、ロボット産業等と連携した研究開発、現場普
及のための導入実証等を支援

⑥ 知的財産保護・活用推進事業 ２億円
（２億円）

・ 地理的表示保護制度の導入支援体制の整備や、商標権など知的 うち地理的表示保護制度

財産マネジメントの普及、海外における知的財産の侵害対策等を 推進事業【新規】

支援 １億円（－）

６ 日本食・食文化の魅力発信と輸出の促進

① 日本食・食文化魅力発信プロジェクト ３０億円
（２７億円）

・ 食のグローバル人材の育成、地域食材を活用した商品の発掘・
普及、メディアの活用等による日本食・食文化の魅力を国内外に
発信する取組の実施、学校給食における地産地消等の支援



② 「和食」の保護・継承の推進【新規】 １億円
（－）

・ ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」の保護・継承を図
るため、和食の料理人・学者等から成る有識者会議における具体
的方策の検討等を支援

③ 農林水産物の生産・流通の場における食育の推進 ８億円
（８億円）

・ 消費者に食育の実践を促す活動、食や農林水産業への理解を深
めるための農林漁業体験等を支援

④ 輸出戦略の実行体制の強化 １１億円
（９億円）

・ 国別・品目別輸出戦略の効果的な実施に向け、輸出促進のため
設置した司令塔の下、品目別輸出団体の育成、産地間連携の促進、
輸出環境の整備等を実施

⑤ 輸出総合サポートプロジェクト １５億円
（１０億円）

・ 事業者発掘から商談支援、輸出相談窓口のワンストップ化、マ
ーケティング拠点の設置など、ＪＥＴＲＯを通じて輸出に取り組
む事業者を支援

⑥ グローバル・フードバリューチェーン戦略の推進【新規】 ３億円
（－）

・ 食のインフラシステムの輸出に向け、官民協議会を設置し、重
点国におけるフードバリューチェーン構築のための調査・取組を
支援

⑦ 国際農産物等市場構想推進事業【新規】 １億円
（－）

・ 国際空港近辺における青果物・花き等の輸出拠点化構想の策定
を支援

⑧ 輸出対応型施設の整備

・ 水産物の輸出拡大に向け、輸出先国のＨＡＣＣＰ基準等を満た １６３億円
すための水産加工・流通施設の改修や漁港施設の整備等を推進 （１０４億円）

＜一部公共＞

・ 輸出青果物の長期保存が可能な低温貯蔵施設等の整備を支援 (強い農業づくり交付金で実施)
優先枠３０億円

（３０億円）

⑨ 輸出促進に資する動植物防疫体制の整備 ５億円
（４億円）

・ 輸出先国からの要求に応えるため家畜疾病の清浄化対策を支援
するとともに、輸出解禁に当たり必要となる国内の病害虫情報の
収集等を実施



７ 品目別生産振興対策

① 野菜価格安定対策事業 （所要額）１６７億円
（１６７億円）

・ 生産者の経営安定を図るため、野菜の価格低落時における生産
者補給金の交付等を実施

② 果樹・茶支援関連対策 ７１億円
（６９億円）

・ 優良品目・品種への転換を加速するための果樹・茶の改植及び
これに伴う未収益期間に対する支援、果実の計画生産・出荷や茶
の生産体制の強化に対する支援

③ 甘味資源作物生産者等支援安定化対策 ８１億円
（８１億円）

・ 国内産糖と輸入糖との内外コスト差を調整し、甘味資源作物生
産者等の経営安定を図るための交付金を交付

④ 畜産・酪農経営安定対策（再掲） (所要額)１，８３１億円
（１，７１０億円）

８ 食の安全・消費者の信頼確保

① 消費・安全対策交付金 ２５億円
（２０億円）

・ PED（豚流行性下痢）など家畜の疾病・農作物の病害虫の発生
予防・まん延防止に係る取組のほか、食品トレーサビリティの普
及等を支援

② 家畜衛生等総合対策 ５５億円
（５６億円）

・ 口蹄疫や鳥インフルエンザ等の家畜の伝染性疾病等に対する発
生予防と万一の発生の場合のまん延防止対策を実施

③ 産地偽装等取締強化対策 ３億円
（３億円）

・ 悪質な産地偽装が後を絶たない中、効率的・効果的な監視を実
施するため、食品の科学的分析等による原産地判別等を強化

④ 食品ロス削減等総合対策事業 １億円
（１億円）

・ 商慣習の見直し等の食品ロス削減国民運動を展開するととも
に、食品廃棄物のエネルギー利用等のリサイクルを推進



９ 人口減少社会における農山漁村の活性化

（１）日本型直接支払の実施

① 多面的機能支払交付金 ４８３億円
（４８３億円）

・ 農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持してい
くために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う地域資
源の質的向上を図る活動に交付金を交付

② 中山間地域等直接支払交付金 ３００億円
（２８５億円）

・ 中山間地域等における農業生産条件の不利を補正するため、超
急傾斜地を含む条件不利地域での農業生産活動を継続して行う農
業者等に交付金を交付

③ 環境保全型農業直接支払交付金 ２６億円
（２６億円）

・ 化学肥料及び農薬の５割低減の取組と合わせて、地球温暖化防
止等に効果の高い営農活動を行う農業者等に交付金を交付

（２）他省庁と連携した集落のネットワーク化、定住の促進

① 農村集落活性化支援事業【新規】 １０億円
（－）

・ 地域住民が主体となった地域の将来ビジョンづくりや、集落営
農組織等を活用した集落間のネットワーク化により、地域の維持
・活性化を図る取組を支援

② 山村振興交付金【新規】 １５億円
（－）

・ 山村の雇用・所得の創出に向け、薪炭・山菜など未利用資源の
活用、山村景観などを活かした地域の魅力づくり等の取組を支援

③ 離島漁業再生支援交付金 １４億円
（１２億円）

・ 離島における漁業集落の再生活動（漁場生産力の向上等）を支援

（３）都市と農山漁村の共生・対流等

① 都市農村共生・対流総合対策交付金 ２６億円
（２１億円）

・ 子どもの農山漁村宿泊体験や福祉農園の開設、空き家･廃校を
活用した交流、観光需要の開拓等を関係省庁と連携して支援

② 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 ８０億円
（６５億円）

・ 農山漁村における定住・地域間交流を促進するための生産基
盤、農産物加工・販売施設、地域間交流拠点等の整備を支援



③ 美しい農村再生支援事業 １０億円
（１０億円）

・ 中山間地域等における棚田・疏水など将来に残すべき農村景観
・資源を保全・復元・継承するための取組を支援

④ 都市農業機能発揮対策事業【新規】 ３億円
（－）

・ 都市農業の多様な機能の発揮を促進するため、国土交通省と連
携し、都市農業に関する制度の検討等を実施

（４）再生可能エネルギーの導入促進等

① 農山漁村活性化再生可能エネルギー導入等促進対策 １２億円
（１１億円）

・ 再生可能エネルギー発電事業による収入を地域の農林漁業の発
展に活用する取組や農業水利施設を活用した小水力発電等に係る
調査設計等を支援

② 地域バイオマス産業化推進事業 １３億円
（１０億円）

・ 地域のバイオマスを活用した産業化等に必要な施設整備等を
支援

③ 木質バイオマスの利用拡大 ６億円
（５億円）

・ 木質バイオマスの利用促進を図るため、エネルギー利用拡大に
向けた全国的な調査、相談窓口の設置、ｾﾙﾛｰｽﾅﾉﾌｧｲﾊﾞｰ等のマテ
リアル利用の促進に向けた技術開発等を支援

（５）鳥獣被害防止対策の推進

① 鳥獣被害防止総合対策交付金 ９８億円
（９５億円）

・ 鳥獣被害対策実施隊の増設・体制強化、農林業関係者が一体的
に行う被害防止活動や侵入防止柵の設置、新技術の実証、捕獲技
術高度化施設や処理加工施設の整備等を支援

② 森林鳥獣被害対策技術高度化実証事業 ２億円
（２億円）

・ 森林における鳥獣被害防止のための新技術の導入・実証及び実
証に先立つ調査の実施



10 林業の成長産業化・森林吸収源対策の推進

① 新たな木材需要創出総合プロジェクト【新規】 ３１億円
（－）

・ 中高層建築等に活用できるＣＬＴ(直交集成板)等新たな製品・ うちCLT等新たな製品・

技術の開発・普及の加速化、地域材の利用拡大、2020年東京 技術の開発

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを契機とした国産の森林認証材の普及、需要 １１億円（－）

者ニーズに対応した国産材の安定供給体制の構築等を支援 うち「木づかい協力業者」

による木材利用促進

５億円（－）

② 森林・山村多面的機能発揮対策 ３０億円
（３０億円）

・ 森林・山村の多面的機能の発揮や山村地域の活性化を図るた
め、地域における活動組織が実施する森林の保全管理や森林資源
の利用等の取組を支援

③ 施業集約化の加速化 ３億円
（２億円）

・ 施業集約化に向けた森林情報の収集や森林境界の明確化に加
え、不在村森林所有者に対する施業提案を森林施業プランナー等
が代行する取組を支援

④ 森林・林業人材育成対策 ７１億円
（６６億円）

・ 林業への就業前の青年に対する給付金の給付や、「緑の雇用」
事業の拡充等による人材の育成を支援

⑤ 山村振興交付金【新規】（再掲） １５億円
（－）

⑥ 森林整備事業＜公共＞（再掲） １，５０１億円
（１，１９７億円）

・ 国産材の安定供給体制を構築するとともに、地球温暖化を防止
するための間伐等の森林施業や路網の整備等を推進

⑦ 治山事業＜公共＞（再掲） ７３３億円
（６１６億円）

⑧ 森林・林業再生基盤づくり交付金（再掲） ５０億円
（２２億円）



11 水産日本の復活

① 資源管理の推進【新規】 ４９億円
（－）

・ ＩＱ方式導入の効果実証等の実施、漁業者等が行う資源管理計
画の評価・検証、他魚種転換等の経営多角化等を支援

② 漁業経営安定対策 ４５４億円
（３８６億円）

・ 資源管理に取り組む漁業者に対する共済・積立ぷらすを活用し
た収入安定対策、燃油高騰等に対するコスト対策を実施

③ 水産物の加工・流通・輸出対策 ３８億円
（１０億円）

・ ＥＵ・ＨＡＣＣＰ等に対応した水産加工・流通施設の改修、国 うち水産物輸出倍増環境

産原材料を利用する水産加工業者の経営安定、販売ニーズや産地 整備対策事業【新規】

情報等の共有化、流通促進のための機器の整備等を支援 ２４億円（－）

④ 漁村の活性化・多面的機能発揮対策 ５０億円
（４８億円）

・ 「浜の活力再生プラン」の策定・着実な実行、水産業・漁村の うち浜の活力再生プラン

多面的機能発揮のための取組、離島における漁業集落の再生活動 等支援事業

を支援 ２億円（１億円）

⑤ 漁船漁業・担い手確保対策 ５０億円
（９億円）

・ 高性能漁船の導入等による漁船漁業の収益性向上、漁業への就 うち漁業構造改革総合対

業前の青年に対する給付金の給付、就業・定着促進等のための研 策事業【新規】

修等を支援 ３８億円（－）

⑥ 増養殖対策 １５億円
（１３億円）

・ さけ・ますの新たな種苗放流、シラスウナギの大量生産システ うちさけ・ます資源回復

ムの実証化を行うとともに、カワウ・外来魚の被害防止対策や新 推進事業

たな駆除方法の開発等を支援 ４億円（３億円）

うちウナギ種苗の大量生

産システムの実証事業

４億円（３億円）

⑦ 捕鯨対策 ２１億円
（１７億円）

・ ＩＣＪ判決を踏まえた新たな調査計画に基づく鯨類捕獲調査を
円滑かつ効果的に実施するため、非致死的調査や妨害行為への対
応、国内外の研究機関との連携等を強化

⑧ 水産基盤整備事業＜公共＞（再掲） ８５９億円
（７２１億円）

⑨ 強い水産業づくり交付金（再掲） ６０億円
（４５億円）



その他

諫早湾干拓潮受堤防排水門の開門への対応に係る経費については、今後の予算編成
過程で検討する。


